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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第２四半期連結
累計期間

第58期
第２四半期連結
累計期間

第57期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年12月31日

自平成29年７月１日
至平成29年12月31日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （千円） 8,098,720 8,321,615 17,089,383

経常利益 （千円） 2,591,858 1,774,407 3,871,322

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,895,097 1,270,363 2,771,697

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,349,854 1,591,217 3,302,600

純資産額 （千円） 28,898,696 30,531,444 29,665,465

総資産額 （千円） 33,728,969 35,898,774 34,784,452

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 651.53 440.56 953.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.7 85.0 85.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,820,759 1,409,088 4,372,981

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △122,899 73,619 △147,014

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △733,865 △729,672 △923,166

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,166,927 8,285,536 7,505,530

 

回次
第57期

第２四半期連結
会計期間

第58期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 561.01 272.65

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は平成30年１月１日をもって普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これによ

り、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算

定しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、底堅い輸出、インバウンド需要等を背景として、総じて企業業

績は堅調に推移しているものの、米国政権の混乱や、地政学リスクの高まりなど、国際情勢は不安が増大しており、

景気の先行きは不透明な状況が続いています。我々アパレル業界、ワーキング業界においても、お客様の節約志向が

依然として根強く、消費の二極化がより鮮明になってきております。また、他業種からの参入やネット通販の拡大な

ど業種・業態を超えた競争が激化していることなどから、当社を取り巻く環境は厳しい状況が続いています。

　このような状況のもと当社グループにおきましては、ワーキング事業においては、ネット通販市場の拡大を受け、

主要ブランド「ＪＩＣＨＯＤＯ（ジチョウドウ）」、次世代戦略ブランド「Ｊａｗｉｎ（ジャウィン）」、世界戦略

ブランド「Ｚ－ＤＲＡＧＯＮ（ジィードラゴン）」を中心に、積極的に広告宣伝活動を行い、ネット通販市場におい

ても当社商品が支持されるよう、ブランド知名度の向上に取り組んでまいりました。また、新規流通チャネルの開

拓、新規物件の獲得に取り組み、売上・利益の拡大を図ってまいりました。フットウェア分野においては、個人需要

だけでなく、法人需要の受注拡大に向け、デザイン性、機能性を重視しながらも価格訴求力のある商品の展開を強化

するとともに、新規販路の開拓など営業活動を強化し、売上の拡大に努めてまいりました。医療用白衣・介護ウェア

の分野においては、医療・福祉関係の展示会へ積極的に出展し、自重堂の医療用白衣・介護ウェアブランドである

「ＷＨＩＳｅＬ（ホワイセル）」ブランドの知名度向上に努めるとともに、新規取引先の開拓に注力してまいりまし

た。メンズカジュアル事業においては、事業構造の転換を進め、新たな流通ルートの開拓に取り組み、売上・利益の

回復に努めてまいりました。

　生産面におきましては、主要な生産国である中国における環境規制の強化などの影響により納期遅れが発生し、納

期遅れをリカバリーするため生産工場の変更や短納期対応等の対策を実施してまいりましたが、結果として、代理

店、ユーザーの皆様にご迷惑をお掛けすることとなりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、主力のユニフォームにおいては納期遅れによる販売機会ロスが

発生したことにより、売上は前年を上回ったものの伸び悩み、フットウェア、医療用白衣・介護ウェア、メンズカ

ジュアルは順調に売上を伸ばしたことから、売上高は8,321百万円（前年同四半期比2.8％増）となりました。利益面

においては、低価格品の販売が増加したことなどにより粗利率は若干低下したものの、販管費を抑制できたことなど

から、営業利益は1,471百万円（前年同四半期比2.8％増）となり、営業利益ベースでは増収増益となりました。経常

利益は、輸入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行っております為替予約取引に係る時価評価によるデリ

バティブ評価益が前年同四半期に比べ大幅に減少したことなどにより、1,774百万円（前年同四半期比31.5％減）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,270百万円（前年同四半期比33.0％減）となりました。

 

 なお、当社グループは単一セグメントに該当するため、セグメント情報は記載しておりません。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。
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(3）財政状態に関する分析

 当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ1,114百万円増加し、35,898百万

円となりました。

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ662百万円増加し、25,367百万円となりました。これは主に、現金及び預金

が780百万円、原材料及び貯蔵品が1,022百万円、流動資産その他が100百万円増加したことと、受取手形及び売掛金

が423百万円、商品及び製品が734百万円減少したことなどによるものであります。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ451百万円増加し、10,531百万円となりました。これは主に、投資有価証券

が403百万円、投資その他の資産その他が108百万円増加したことなどによるものであります。

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ170百万円増加し、3,731百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が996百万円増加したことと、未払法人税等が575百万円、賞与引当金が159百万円減少したことなどによるもの

であります。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ78百万円増加し、1,635百万円となりました。これは主に繰延税金負債が138

百万円増加したことなどによるものであります。

 純資産は、前連結会計年度末に比べ865百万円増加し、30,531百万円となりました。これは主に、利益剰余金が549

百万円、その他有価証券評価差額金が323百万円増加したことなどによるものであります。

 

(4）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の四半期末残高は、前連結会計

年度より780百万円増加し、8,285百万円（前連結会計年度比10.4％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果獲得した資金は1,409百万円（前年同期は1,820百万円の獲得）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益1,774百万円、売上債権の減少423百万円、仕入債務の増加996百万円等による増加と、賞与引当

金の減少159百万円、たな卸資産の増加287百万円、法人税等の支払額1,033百万円等による減少によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果獲得した資金は73百万円（前年同期は122百万円の使用）となりました。これは主に、投資有価証

券の売却による収入203百万円等による増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は729百万円（前年同期は733百万円の使用）となりました。これは主に、配当金の支

払額722百万円等による減少によるものであります。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

 特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,721,000

計 36,721,000

(注)　平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これに

より、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、当社普通株式５株を１株に株式併合し、発行可能

株式総数は29,376,800株減少し、7,344,200株となっております。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,153,506 3,230,701
東京証券取引所

市場第二部
(注)２

計 16,153,506 3,230,701 － －

(注)１．平成29年８月29日開催の取締役会において、単元株式数の変更について決議し、また、当該変更の条件であり

ました平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会における株式併合の議案が承認可決されました。これによ

り、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は12,922,805株減少し、

3,230,701株となりました。

２．単元株式数は第２四半期会計期間末現在（平成29年12月31日）では1,000株ですが、提出日現在（平成30年２

月13日）では100株に変更になっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 16,153,506 － 2,982,499 － 1,827,189

(注)　平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会の決議に基づき、平成30年１月１日を効力発生日として普通株式５

株を１株に株式併合しております。そのため、提出日現在における発行済株式総数は12,922,805株減少し、

3,230,701株となっております。
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（６）【大株主の状況】

  平成29年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

出原正博 広島県福山市 2,539 15.72

出原ホールディングス株式会社 東京都品川区小山７丁目７－19 2,454 15.19

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町１丁目３－８

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
712 4.41

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 712 4.41

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地７丁目18－24

（東京都中央区晴海１丁目８－11）
518 3.21

有限会社ユーエルディー 広島県福山市新市町大字戸手16－12 482 2.98

株式会社岡村製作所 横浜市西区北幸２丁目７－18 399 2.47

野口市子 広島市南区 301 1.87

出原正信 東京都港区 244 1.51

自重堂社員持株会 広島県福山市新市町大字戸手16－２ 240 1.49

計 － 8,603 53.26

　（注）上記のほか、自己株式が1,737千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,737,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,266,000 14,265 　－

単元未満株式 普通株式     150,506 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 16,153,506 － －

総株主の議決権 － 14,265 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の株式数の欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

すが、当該株式に係る議決権１個については、議決権の数の欄からは除いております。

３．平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。こ

れにより、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行済株式総数は12,922,805株減少し、

3,230,701株となっております。併せて、単元株式数は1,000株から100株に変更しております。

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　 株式会社自重堂

　広島県福山市新市町

　大字戸手16-2
1,737,000 － 1,737,000 10.75

計 － 1,737,000 － 1,737,000 10.75

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,522,210 8,302,216

受取手形及び売掛金 5,222,427 ※ 4,798,984

商品及び製品 9,524,527 8,790,264

仕掛品 3,533 2,927

原材料及び貯蔵品 1,997,363 3,020,183

繰延税金資産 204,770 120,819

その他 241,505 342,023

貸倒引当金 △11,554 △10,083

流動資産合計 24,704,783 25,367,337

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,746,553 1,694,178

土地 4,077,713 4,077,713

その他（純額） 148,309 140,180

有形固定資産合計 5,972,576 5,912,072

無形固定資産 30,097 28,882

投資その他の資産   

投資有価証券 3,057,695 3,461,444

その他 1,074,212 1,182,380

貸倒引当金 △54,912 △53,343

投資その他の資産合計 4,076,995 4,590,481

固定資産合計 10,079,669 10,531,436

資産合計 34,784,452 35,898,774
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,807,162 2,803,331

未払金 155,941 136,432

未払法人税等 1,030,815 455,375

返品調整引当金 83,195 86,217

賞与引当金 179,790 20,361

その他 304,400 229,687

流動負債合計 3,561,305 3,731,405

固定負債   

退職給付に係る負債 585,746 594,538

繰延税金負債 173,282 312,031

その他 798,653 729,354

固定負債合計 1,557,682 1,635,924

負債合計 5,118,987 5,367,329

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,982,499 2,982,499

資本剰余金 1,827,576 1,827,576

利益剰余金 25,401,544 25,950,956

自己株式 △1,709,929 △1,714,216

株主資本合計 28,501,691 29,046,816

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,149,413 1,473,148

退職給付に係る調整累計額 14,360 11,478

その他の包括利益累計額合計 1,163,773 1,484,627

純資産合計 29,665,465 30,531,444

負債純資産合計 34,784,452 35,898,774
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 8,098,720 8,321,615

売上原価 5,234,211 5,410,199

売上総利益 2,864,509 2,911,416

販売費及び一般管理費 ※ 1,432,146 ※ 1,439,554

営業利益 1,432,362 1,471,861

営業外収益   

受取利息及び配当金 33,424 34,496

為替差益 10,010 33,569

有価証券売却益 10,539 132,454

受取賃貸料 33,090 32,584

デリバティブ評価益 1,055,270 60,622

その他 36,940 27,865

営業外収益合計 1,179,275 321,592

営業外費用   

賃貸収入原価 19,465 18,876

その他 313 171

営業外費用合計 19,779 19,047

経常利益 2,591,858 1,774,407

特別利益   

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除売却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 2,591,858 1,774,407

法人税、住民税及び事業税 811,160 422,014

法人税等調整額 △114,399 82,029

法人税等合計 696,761 504,043

四半期純利益 1,895,097 1,270,363

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,895,097 1,270,363
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 1,895,097 1,270,363

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 452,688 323,735

退職給付に係る調整額 2,068 △2,881

その他の包括利益合計 454,757 320,853

四半期包括利益 2,349,854 1,591,217

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,349,854 1,591,217
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,591,858 1,774,407

減価償却費 70,207 62,060

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,179 △3,039

賞与引当金の増減額（△は減少） △127,458 △159,428

返品調整引当金の増減額（△は減少） △7,007 3,022

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,147 4,645

受取利息及び受取配当金 △33,424 △34,496

デリバティブ評価損益（△は益） △1,055,270 △60,622

売上債権の増減額（△は増加） 355,727 423,442

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,158,443 △287,951

仕入債務の増減額（△は減少） △1,560,441 996,168

その他 219,630 △310,355

小計 1,609,232 2,407,853

利息及び配当金の受取額 33,422 34,495

法人税等の支払額 － △1,033,260

法人税等の還付額 178,104 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,820,759 1,409,088

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,480 △2,480

定期預金の払戻による収入 2,480 2,480

有形固定資産の取得による支出 △1,541 △163

投資有価証券の取得による支出 △6,074 △9,564

投資有価証券の売却による収入 17,444 203,942

その他 △132,728 △120,594

投資活動によるキャッシュ・フロー △122,899 73,619

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △4,220 △4,287

配当金の支払額 △726,476 △722,216

リース債務の返済による支出 △3,168 △3,168

財務活動によるキャッシュ・フロー △733,865 △729,672

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,681 26,969

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 969,675 780,005

現金及び現金同等物の期首残高 4,197,251 7,505,530

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,166,927 ※ 8,285,536

 

EDINET提出書類

株式会社自重堂(E00607)

四半期報告書

13/19



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 197,896千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年７月１日
　　至 平成28年12月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年７月１日
　　至 平成29年12月31日）

役員報酬・給料 519,127千円 507,704千円

貸倒引当金繰入額 △11,179 △2,962

賞与引当金繰入額 16,997 15,991

退職給付費用 23,874 16,222

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 5,183,607千円 8,302,216千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △16,680 △16,680

現金及び現金同等物 5,166,927 8,285,536

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 727,220 50 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年８月30日開催の取締役会決議に基づき、平成28年９月12日付で、自己株式1,500,000株

の消却を実施しました。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が388千円、利益剰余金

が1,415,611千円、自己株式が1,416,000千円それぞれ減少し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰

余金が1,827,189千円、利益剰余金が24,524,944千円、自己株式が1,523,564千円となっております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月27日

定時株主総会
普通株式 720,951 50 平成29年６月30日 平成29年９月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）

　当社グループは、衣料品製造販売を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

　前連結会計年度（平成29年６月30日）

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨

為替予約取引    

　買建    

　米ドル 7,463,089 59,138 59,138

　（注）デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

　当第２四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨

為替予約取引    

　買建    

　米ドル 7,631,239 119,760 119,760

　（注）デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 651円53銭 440円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,895,097 1,270,363

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
1,895,097 1,270,363

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,908 2,883

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は平成30年１月１日をもって普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これによ

り、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定してお

ります。

（重要な後発事象）

（株式併合、単元株式数の変更）

　当社は平成29年８月29日開催の取締役会において、単元株式数の変更について決議し、また、当該変更の条件

でありました平成29年９月27日開催の第57期定時株主総会における株式併合の議案が承認可決され、平成30年１

月１日をもってその効力が発生しております。

 

(1）株式併合及び単元株式数の変更の目的

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買

単位を100株に統一することを目指しております。当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣

旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、

中長期的な株価変動等を勘案しつつ投資単位を適切な水準に調整することを目的として、株式併合を実施い

たしました。

 

(2）株式併合の内容

①株式併合する株式の種類

　普通株式

②株式併合の方法・比率

　平成30年１月１日付で、平成29年12月31日の最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を基準に普通

株式５株につき１株の割合で併合いたしました。

③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年12月31日現在） 16,153,506株

株式併合により減少した株式数 12,922,805株

株式併合後の発行済株式総数 3,230,701株

④１株未満の端数の処理

　株式併合の結果生じた１株に満たない端数は、会社法第235条により、一括して処分し、その処分代金を

端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 

(3）効力発生日における発行可能株式総数

　平成30年１月１日をもって、本株式併合による発行済株式総数の減少に伴い、発行可能株式総数の適正化

を図るため、５株につき１株の割合で発行可能株式総数を変更いたしました。

 変更前 変更後（平成30年１月１日付）

発行可能株式総数 36,721,000株 7,344,200株
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(4）単元株式数の変更の内容

　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

 

(5）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成29年８月29日

株主総会決議日 平成29年９月27日

株式併合の効力発生日 平成30年１月１日

単元株式数の変更の効力発生日 平成30年１月１日

 

(6）１株当たり情報に及ぼす影響

　１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

株式会社自重堂

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松嶋　　敦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中原　晃生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社自重
堂の平成２９年７月１日から平成３０年６月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２９年１０月１
日から平成２９年１２月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２９年７月１日から平成２９年１２月３１日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算
書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社の平成２９年１２月３1日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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